コドモ ト カゾク オ シエン スル デンマーク ノ シャカイ セイサク by 竹内 真澄 et al.
はじめに
1992年度から施行された我が国の育児休業法は, 1994年第129国会におけ





めがかからないとみた厚生労働省は, 状況打開のために, 2002年９月 ｢少子
化対策プラスワン｣ を発表した｡ それによれば 今後２, ３年内に ｢仕事と









竹 内 真 澄
キーワード：社会政策, 子供, 家族, 社会権的言論の自由
1995年に, 私は約３ヶ月の育休をとった経験を持つ｡ このときの経験は,
私の研究にある新しい刺激を与えた｡ 社会学のなかには, 明らかに, 育児休
業を排除するような理論枠組みがあった1)｡ だから, その種の社会学の潮流
に立てば, たとえ法律で権利が認められた後でも, 奇妙な反動がありうると
私は考えた｡ そして, この学問の歪みは, おそらく日本社会そのものが抱え
ている歪みの局部的な現れにすぎないだろうと推定したのである｡
そうなると, 私は, 日本でものを考えること自体の限界について反省せざ
るをえなくなった｡ そして, 日本の歪んだ状況を照らす ｢もう一つの現実｣
はないものだろうかと思索するようになり, 外国のサンプルを探すようにな
った｡ その結果わかったのは, この点で最も政策が進んでいるのが北欧諸国





デンマークは, これら二国に比べれば, かなり地味な印象をあたえる｡ と
くに, 労働市場に気兼ねして育休を渋る傾向が, デンマーク男性には相対的
に強いといわれる｡ だが, それでも父親の56.5％は２週間の父性休暇を取得
し (1996年), 夫婦共同の育休は父親のうち2.6％, 子育て休暇は同じく８％
程度が取得していることがわかった2)｡




1) ｢パーソンズの家族論とアメリカ資本主義｣ 『桃山学院大学総合研究所紀要』 第28
巻第３号，2003年｡
2) Carlsen complied, Men on Parental Leave-how men use parental leave in the Nor-





つまみ上げ (pick up) に彼らはやって来る｡ 午後５時前にその数はピークに
達する｡ これは, しかし, 実に驚くべきことではなかろうか｡ 父親の多くは,
通常８時頃に仕事を始め, ４時30分頃に仕事を終え, ｢さあ, 今からは家族
の時間だ｣ と語るかのように会社を後にするのだから｡
翻って, 日本の父親はどうか｡ 午後10時までに帰宅する父親は全体の半分
くらいしかいないという統計 (2002年) がある｡ 働く母親の状況も, だんだ
ん男性並になりつつある｡ だから, 夜間保育所などへの ｢様々な国民のニー





うのである｡ そうかといって, この程度の福祉を捨てることもできない｡ な
ぜなら, たとえ低水準であっても, そこには既成の暮らしを前提にしたシリ
アスな問題が映しだされているからである｡
私たちは福祉というと, これまではたいてい役所の ｢福祉課｣ の仕事だと
いうふうに狭く考えてきた｡ つまり, 生活保護やホームレス対策, 老人対策
などのことだと思ってきた｡ ぎゃくに言えば, 普通の市民とは直接関係ない
緊急避難の時の話なのだと考えてきた｡
しかし, 本当はそうではない｡ デンマークで聞いた話だが, とくにチェル
ノブイリ原発事故 (1985年) 以降, 政府は盛んに風力発電に取り組んでいる｡
平べったい大地に高さ30メートルもあろうという現代風車がいくつも並んで








私たちの暮らし方, 一日 (週, 月, 年) 何時間働くのか, 自由時間はどの
程度欲しいか, 働く権利が男女の区別なく保障されているか, 暮らしに困っ
たときどの程度国家に頼ることができるか, 失業したときに失業保険 (失業












末尾に添付した翻訳資料 ｢デンマークの社会政策 子供・家族の政策｣ (1997
























私は, むろん, 日本の研究者であるから, この文書を読み進む中で, デン
マークと日本とを対比しながら, いろいろと思いを巡らすことになる｡ たと
えば日本では, 多くの親が子供をどうやって上手に育てればよいか, 日々悩


















口の約１％ (約125万人) にとどまるのである (朝日新聞, 2003年３月５日)｡
承知のように, 福祉の窓口では, 生活保護を最小化するために窓口規制が
陰に陽におこなわれているから, たとえ年収が極端に低い場合でも, 簡単に
保護を受けられるわけではない｡ そうであるとすれば, 家族は, ともかくこ
の１％すれすれの水準でも自力で生きなくてはならない｡ この理由を利谷信
義は, 生活保護法では, ｢世帯単位の親族扶養が基本であり, 生存権の保障
はそれに依存している｡ 原則として, 民法上の扶養が行われたあとでなけれ
ば, 国家は手をさしのべないのである｣3)と指摘していた｡
われわれは社会学者として, しばしば, ｢家族は社会の基本単位｣ である
と解説することがある｡ だが, この抽象的な規定は, 特殊な企業社会的文脈
を抜きに語られると, きわめてイデオロギー的な言説へ転化する｡ 1979年に
桃山学院大学社会学論集 第37巻第１号40
3) 利谷信義 ｢現代家族法の全体像｣ 『家族と国家』 筑摩書房, 1987年｡
発表された自民党 ｢日本型福祉社会｣ 論は, ｢新経済社会七カ年計画｣
（1979～1985年) へと投影されることになった基本思想だが, まさに家庭が





同参画基本法｣ (1995年) の成立をみた後でも, たとえば2003年千葉県県議
会での議論に見るように, なお, 様々な形態の復古的家族観が繰り返し登場
しているのである｡
現在, ｢社会福祉基礎構造改革｣ は具体化しつつあるが, ｢改革｣ が700兆
円にものぼる国債残高を抱える財政破綻を背景として ｢福祉見直し｣ ｢福祉



























第二に, ｢家族政策｣ とか ｢子育て支援｣ などと言われているところの日
本の政策領域は, たとえば企業, 自治体, 学校, 保育所, 学童保育などをつ
うじて家族と関係している｡ それらに対処するためには, したがって, 厚生




｢子供省｣ とか ｢家族省｣ というものがあってもよいくらいなのだが, そ
れが日本には存在しない｡ これにたいしてデンマークでは, 社会省が軸とな








義 people’s universalism｣ を発展させることができなかった｡ このプロジェ
クトを北欧がやったように辿り直すことは, 今さら不可能である｡ そうだと

























ここで, 政府が, 子供の養育責任は親にあると規定していることは, しか
し, 日本の読者には誤読を招きやすい｡ というのも, 上に述べたように, 日
本で ｢家族は社会の基本単位｣ であると言えば, ただちにイデオロギッシュ
なバイアスが付いてくるからである｡ 親が子の養育に責任をもつというくだ





る｡ 機関が社会化を直接代行する能力はない｡ だが, 大切なのはすぐに続け
て, ｢公共機関は, 家族のための健全な社会的枠組みと最良の条件を創造す
る全責任をもつ｣ という規定なのである｡ これは, どういう意味だろう｡ 親
は, 生みの親であれ育ての親であれ, 子供が成長するに足る生活条件を整え
てやらねばならない｡ それは基本原理である｡ だが, 親の通常の努力にも関
わらず, もっぱら親だけの力では子供の成長に不可欠の生活条件を十分満た





た場合にも, 国家は, ｢子供の生活は親の責任である｣ という基本原理を楯
にとって逃げてはならない｡
もし国家が責任から逃げてしまうのであるならば, ＜子供・家族政策＞は






場なのである｡ 言い換えると, 親の責任を基本原理とするけれども, 親にそ






いない｡ いや, 構造的に逆であるとさえ言える｡ すくなくとも日本では, こ
のようなバックアップ構造は, デンマークほど明確ではなく, [子供←‥家







いわゆる ｢社会福祉基礎構造改革｣ が推進されてきている｡ これは, 社会福
祉の発展なのか, それとも後退なのか, 学者によって意見は様々であるが,
憲法を基準にして見れば, この一連の過程は反憲法的福祉破壊であることは
明確であろう｡ もっと最近の福祉研究の知見から見ても, まさしく ｢脱商品






福祉国家を解体し, 既成の福祉を商品化するこの ｢改革｣ は, 通常, 新自
由主義 neo-liberalism と呼ばれる思想潮流の具体的現れである｡ その一例を
挙げておこう｡ ＜子供・家族政策＞のレヴェルで言えば, 仕事と子育ての両
立の困難に直面している親が, 泥をかぶりながら歯を食いしばって働いてい




円強で, 母子３人世帯 (９歳と４歳の子ども) の年間生活保護給付の246万
円を得ようとすれば, 2400時間弱働かねばならない｣4)という｡




政府は規制緩和による ｢構造改革｣ を強引に進めている｡ このなかで労働
法改悪も急激に進んでいる｡ 2003年６月の労働法 ｢改正｣ で最終的には ｢解






4) 中野麻美 ｢『パートタイム労働研究会』 最終報告書を読む｣ 『労働法律旬報』 No,
1538, 2002年｡
5) 森永卓郎 『年収300万円時代を生き抜く経済学』 光文社, 2003年｡ ただし, この
本はよく書けているが, 労働時間問題には触れていない｡
ある｡ このような政策理念が支配するなかに ｢社会福祉基礎構造改革｣ も位
置づけられていたのは当然である｡
子供を親が保護し, その親を国家が支援すべきだとするデンマーク型のバ








は報告書を出して, 措置制度の廃止の最初の一手を打った｡ これは, 措置制
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だという見解もある (真田是 『社会福祉の今日と明日』 かもがわ出版,2003年)｡
やや一般化すれば, 日本の国家機構の中で, 労働省や厚生省は, 憲法25条から28
条までの生存権・社会権の実現を援助するセクションとして存在したのだが, 財
務省や通産省にとってこれほど邪魔になるものはなかった｡ ところが, 高度経済
成長の結果, 労働運動や住民運動, 環境運動が高揚すると, 厚生省や労働省を窓
口にして経済の社会権的規制を求めるようになる｡ 支配層は, 日本の社会運動を
返り討ちに合わせるために, 臨調・行革と呼ばれるものを構想したのである (こ
の点についての率直な証言として瀬島龍三 『日本の証言』 フジテレビ出版, 2003
年)｡ ｢大きな政府｣ を ｢小さい政府｣ に作り替えるという論調は, 現実には厚生
省や労働省によるサービス・監督業務を強力に抑え込むということである｡
度を廃止するという ｢社会福祉基礎構造改革｣ の核心をまず保育分野からは
じめようとしたものだった｡ 実際, 1997年に児童福祉法は一部 ｢改正｣ され
た｡ 最大の焦点となった同法24条は, 旧では ｢それらの児童 (保育に欠ける
児童……引用者) を保育所に入所させて保育する措置をとらねばならない｣
とされていたが, 新では ｢それらの児童を保育所において保育しなければな


















ねない｡ 医療システムで喩えると, 主治医が決まっていて, 難病は巨大病院
桃山学院大学社会学論集 第37巻第１号48
7) 村山祐一, 二宮厚美 『児童福祉法 ｢改正｣ と私たちの保育』 自治体問題研究社,







あるように, 保育施設の３分の２は公立 (コミューン立) である｡ 残り３分
の１は私立だが, コミューンとの同意に達していなければならない｡ 資金面





日本では長らく ｢保育に欠ける児童｣ (｢児童福祉法｣) へのやむを得ざる




















保育所は ｢保育に欠ける児童｣ への行政措置とされてきた｡ 措置制度の廃止
問題へ話が集中したため, この理念問題にはまったく手を触れることができ
なかった｡ 児童福祉法第24条の問題の箇所は旧条文でも改正文でも ｢保育に
欠ける｣ という規定が残った｡ ｢保育に欠ける児童｣ とは, 親が働いている
か病気で働けない労働者家族のことである｡ これを旧厚生省は ｢欠損家庭｣
と規定していた｡ ところが, 働く女性が増加したので, 専業主婦のいる家族
は減った｡ このため専業主婦のいる家族を当てにしていた幼稚園で定員割れ
が起こった｡ このことも一元化を促す一要因である｡
だが理念の転換とは, まず旧来型の保育諸政策の ｢欠損家族｣ という差別






















政策措置であった｡ だが, この措置は労働者家族だけでなく, すべての階層





館裏の児童公園に立ち寄った｡ すると, 公園の一角に児童館があり, 指導員




であり, 遊びに来るのは, 予約なしの親同伴の子供であったり, 一人または
複数の子供であったりする｡ 旅行者である私の子供たちも遊具を使って遊び,
片づけに協力した｡ 飛び込みでもいかなる手続きも不要である｡ また, 別の
公園の片隅に, 簡単な入り口のついた保育所があり, 複数の保育士が常駐し
ていた｡ 幼児を園庭で遊ばせたり, 部屋に入ったりしていた｡ 園児ではない
子供が遊具を使って遊び始めても, 咎められることもない｡
もちろん, それぞれの公立私立の保育所, クレチェス, 保育学校, 学童保
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育センター, 年齢統合制度, プール計画制度, 許可された家族保育, 入学前
教育などは, 登録されたメンバーシップのもとで組織的な保育を提供してい




由に, どこででも受けることができるようになっている｡ 文書では ｢その施
設は, 子供をケアする要求だけでなく, 子供にとって教育的で刺激的な環境






は, 人権リストに入るのは, 主として所有権, 職業選択の自由, 居住の自由,
表現の自由, 政治的自由などの自由権的基本権であるのにたいして, 社会的
シティズンシップ国家の段階になると, 福祉を受給する権利や労働者として







9) 第二世代の人権については T.H.Marshall, Class, Citizenship, and Social Develop-
ment, New York, 1964, 第三世代の人権については P.Alston, ‘A Third Generation
of Solidarity Rights : Progressive Development or Obfuscation of International Human
Right Law?’ 1982, 29 Neth, International Law Reports 307. を参照｡ Amartya Sen,
さて, 福祉国家の病理は, 一時期, パターナリズムであると言われた｡ そ






















Democracy and Social Justice : The Reach of Public Reason, 立命館大学大学院先端
科学総合学術研究科開設記念国際シンポジウム ｢21世紀の公共性へ向けて｣ 2003
年６月２日, 於立命館大学は, 第一世代と第二世代の架橋を試みる議論である｡
10) Habermas, Die Neue	
, Frankfurt am Mein : Suhrkamp, 1985,
s.157. Ｊ・ハーバーマス著, 河上倫逸監訳 『新たなる不透明性』 松籟社, 1995年,
216頁｡
れる福祉サービスの原理, その量と質について親はコミュニケーションの権



















日本では, たいていの学校に制服があり, 世間から, あれはどこそこの学
校の生徒であるとみなされ, スポーツや文化活動をやる場合も, 学校名で組





いない｡ 学校の拘束時間は, 労働時間と同じく短く規制されており, 通常午
後二時か三時頃までに終わる｡ 放課後の若者は何をするか｡ 放課後彼らは,
たいてい, 地域社会で過ごす｡ 私の知り合いの国民学校の教師は, 仕事が終
わると一旦帰宅してトレーニングウェアに着替え, 地域のハンドボール・ク
ラブへ通い, 一コーチとして若者とつきあっている｡ つまり, 自分の学校の
クラブを指導しないのである｡
地方自治体は, 若者を放ったらかしにしていない｡ 彼らの自由時間を組織
する｡ それを ｢組織化された社会的・文化的レジャー時間｣ というふうに呼




10歳から14歳の子供向けに ｢放課後クラブ｣ があり, 14歳から18歳まで







ということにとどまらない｡ 若者は, ｢クラブの内容についての計画, 活動
とイベントの計画と遂行に能動的に関係すべきである｣ から, 固有の発言権
を保障されている｡ ｢若者との協力にもとづいて, クラブ施設は, 独立した
大人になる成長過程の若者が共生できる活動と条件をつくる義務を持ってい




ここで, 再び, 文書は親と国家の責任について触れ, ｢公共機関は子供が





















いう時には, 地方自治体は, 子供を親 (または保護者) から隔離しなくては
桃山学院大学社会学論集 第37巻第１号56
11) 高橋展子 『デンマーク日記：女性大使の覚え書』 東京書籍, 1985年｡
ならない｡ ｢配置替え｣ といって, 余所の里親や専門訓練を受けた大人のい
る住宅で安全な居場所を与える｡
６. 出産前後の両親の権利
４章から５章にかけて, かなり詳細に ｢一般家庭手当｣ ｢子供手当｣ ｢生活




長されて, 産前４週間, 産後14週間になった｡ 父親は出生後２週間の父性休
暇を取る権利を持つ｡ 1997年の時点でも, 産前の母親については1983年の水




月額20万円強, 1996年現在) である｡ この金額は, 階層によっては, 1983年
当時の ｢産後は男女とも賃金の90％保障｣12)という水準より若干下がったか









12) 柴山恵美子編著 『少子化社会と男女平等―欧州５ヶ国にみる現状と課題』 社会評
論社, 1993年, 35頁)
き上げるのに貢献しているだろう｡ 民間企業であれ公務員であれ, 労働者,








1994年改正) と定めている｡ ｢子供を養育する雇用継続｣ というのは, かな
り悪文だが, 子供を養育するためにもし育休を取っても親の首を斬られるこ
とはない, という意味にとれる｡
これにたいしてデンマークの政府文書では, 育児休業制度の ｢目的は, 両
親がヨリ長く子供とともに過ごすことができるようにすることにある｣ とさ
れ, そのうえで, ｢さらに, 育児休業は, 労働市場の配置転換を強化するた
めに使われる労働市場政策の手段でもある｣ と規定している｡
両者の違いは何であろうか｡
第一に, 根本的なことだが, 法の考え方に違いがあるようにみえる｡ 日本
の法は企業社会であるために ｢私法社会 Privatrecht Gesellschaft｣14)としての
色彩がきわめて強い｡ 言い換えると, 福祉国家としての社会領域への積極的
な介入目的を謳うことが少ないように思われる｡ このために, 法は, いわゆ
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13) Ｊ・ハーバーマスは, こうした状況を念頭におきつつ, かつて, Ｕ.プロイスの
概念を借りて, ｢『社会化された私人』 という逆説的なカテゴリー die paradoxe
Kategorie des >vergesellschafteten Privatmenschen<｣ の誕生について言及した
ことがある｡ J. Habermas, Vorwort zur Neuauflage 1990, Strukturwandel der 
	
, suhrkamp, Frankfurt am Mein, 1990, s. 37. Ｊ.ハーバーマス ｢1990年版
への序言｣ 未来社, 第２版 『公共性の構造転換』 1994年, xxix｡
14) Ｊ. Habermas, und Geltung, Suhrkamp, 1992. ss. 468 472.
る禁止 (消極) 規定的にしか目的を語れない｡ まるで, 人間の幸せのために
国家はかくかくしかじかのことをしたいと言うのが恥ずかしいかのようなの




前者の傾向が強いから, 企業の ｢雇用継続｣ の方へ目が向かいやすいために,
その反対側にある家族を支援するのだという福祉国家的な国家意思はぼかさ
れてしまう｡ もちろん, いかなる育児休業法も, 親を休ませることで子供と
出会わせる機能をもつことは, おそらく, 日本の法でも否定されえないはず














文書の第５章(５)に続く, 詳細な子供の年齢層規定, 育休期間の規定, 親の
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Men on Parental Leave-how men use parental leavein the Nordic countries, 1998


















15) 国民の社会生活へ社会権保障の立場から国家が介入する政策を Social Policy と
呼ぶなば, こうした用法は読者にとってあるいは意外かも知れない｡ というのも,
社会政策という言葉は日本では, 伝統的に ｢労働力保全政策｣ (例えば大河内一
男の場合, 1963年) を意味するものとされてきたからである｡ つまり, それは日
本では, 長らく労働政策と等置される何ものかであった｡ しかし, 最近, 日本の
社会政策概念に伝統的に染みついてきた意味が欧米での social policy の概念と食
い違っていることに光を当て, 国際標準でいう社会政策は労働政策に局限されな
いものだという指摘がされた (武川正吾 『社会政策のなかの現代』 東大出版会,
1999年)｡ この指摘に従うならば, デンマーク政府のこのテキストはやはり国際
標準に合致する社会政策概念から語られているように見える｡
だが, むしろ, 重要なのは, 国際標準対日本的特殊という乖離があるというこ
とではなくて, どういう理由でこうした乖離が生まれたかである｡ 両者の乖離が
生まれたのは, やはりヨーロッパと日本社会の発展の, いわば過程的な違いの帰
したがって, 日本では, デンマークのように, 暮らしに対する意識が政治
に対する意識へ転化することは, まことに容易でない｡ なぜなら, 暮らしは,
直接的にはますます脱国家化するからである｡ だが, それでは, この脱国家
化 (軍事・警察以外のあらゆる領域の民営化と商品化) は市民の民主主義の
衰退方向へだけ一義的につながるであろうか｡ 必ずしもそうとは言い切れま
い｡ 新自由主義的な ｢改革｣ は, 国家による脱国家化の過程である｡ これは,
・・・・・・・・・
国民各層に不均等な利害の対立を引き起こす｡ 上には厚く, 下には薄い福祉









こるようになる｡ 労働者の権利を保護するための諸政策は, こうした ｢民衆的普
遍主義 people’s universalism｣ の論理に包摂されて, あらゆる人々の権利へ転化
するに至る, というのである｡ たとえば, 最初は労働者という ｢特殊な階級｣ 向
けの政策であったものが, 初期には労働日闘争からはじまる労働政策から出発し,
労働市場, 労使関係, 社会保障へと, 同じ階級のなかでの領域の拡大としてつづ
いていき, ついに, 労働政策は社会政策へと拡大するのであるが, それでもなお
これらの諸政策は ｢労働者階級｣ 向けの何ものかなのであった｡ しかし, 人口中
に賃労働者の占める割合がますます増大し, それ以外の階層がますます減少する
につれて, むしろ, 権利保護されるべきは労働者だけではなく, むしろそれに準
じて, 全階級全階層の人々の権利であるというところまで政策思想が変化したの









こうなると, 伝統的 ｢社会政策｣ は立ち枯れ, ますます国民諸階層の希望を体
現することができなくなり, あたかも一部の階級階層向けの特殊な政策であるこ
とを理由に最終的には清算されるべきものになってしまうのである｡
祉国家 Welfare State for the rich｣ の形成を意味する｡ このことが引き起こ





かない｡ 少なくとも, 近代世界システムは原理上, こうした可能性の余地を
完全にうち消すことはできないのである｡
デンマークと日本は, 地理的な位置からだけでなく, およそ国家ー社会類
型的から見ても, まったく対極の位置にある｡ だが, この類型的相違は近代
世界システムにおいては静的なものではなく, 絶えざる衝突過程のダイナミ









て責任をもつという基本原理である｡ 公共機関 (the public authorities) は,
子供を持つ家族のための健全な社会的枠組みと最良の条件を創造する全責任











1) “Social Policy in Denmark : Child and Family Policies” Ministry of Social Affairs,
1997.
2) measures は, 通常 ｢措置｣ と訳される｡ では, これは日本の ｢措置｣, ｢措置制
度｣ と同じものかどうかが次に問題となろう｡ デンマークの mesures は, 当然,
国家または地方自治体が, パブリックセクターとして, 住民の社会権を支える責
任を負うという思想に立脚しておこなわれる公的サービス活動のことである｡ デ
ンマークの measures は, 驚くほど豊かなかたちで, 個人と行政の間のコミュニ
ケーション諸形態を保障してきた｡ ゆえに, デンマークでは, ｢措置｣ から ｢利
用｣ (｢契約｣) へといった移行は, 少なくとも日本のように両者が対等でないか
らという理由では行われたことがない｡ 本訳ではデンマークの福祉理念から遂行

















































設に登録されている (分類すると, ６カ月から２歳児の57％, ３歳から５歳
児の83％, ６－９歳児の63％である｡)
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金融的, 社会的または教育的理由または待遇上の目的に応じて, 親は, あ
る種の施設の全額的または部分的な請求を免除されることがある｡
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4) a place は, ｢場所｣, ｢居場所｣ などと訳すことができる｡ だが, それは, ただの
場所ではなくて, 子供が家族外で日々過ごし, 個人的, 社会的能力をそこで開化
させるために発達を保障されるべき固有の場所でなくてはならない｡ その意味を













最も一般的な形態は, l0歳から14歳向けの ｢放課後クラブ｣ と夜間に開催さ
れる14歳から18歳までの ｢若者クラブ｣ である｡
そのクラブは, 子供と若者が大人と接触できる, 安全でインフォーマルな








は, 個人が誇りとする経験を持ち, そして, 自尊心の感覚と協同活動の中で
互いのやりとりを豊かにしてゆくための活動拠点を提供することによって要














































ンマークの基本的な原則である｡ 社会援助法 (Social Assistance Act) には,
地方自治体は管轄下の地域の18才未満の子供と若者が暮らす条件を指導しな
くてはならない｡ 地方諮問委員会は, 子供または若者が環境とうまく関われ

















子供または若者が ｢自宅に｣ 住んでいる場合, 地方自治体の諸活動の範囲






配置替えは, 地方自治体によって着手された ｢在宅ケア (residential care)｣


























12歳を超えている場合は, 決定がなされる前に, ｢面接｣ が行われねばな
らない｡ 子供が12歳未満の場合, 何が進行中か理解する能力があるならば,
予想される処置に関する子供の態度に応じて情報が利用できるよううにされ















とすれば, 約20万４千円), ３歳から６歳までの子供は9,100DKK (約18万











｢特別子供手当｣ は, 子供と同居する片親にたいして, ｢普通子供手当｣
を補足するものとして給付される｡ 手当は, 子供数にかかわらず, 一律
3,452DKK (６万９千40円) である｡





特殊年金は子供年間一人当り8,676DKK (17万３千520円) である｡ 孤児は,
総額で２倍受給する｡
｢複数出産年金 multiple birth allowance｣ は, 二人以上出産し, ７歳に達
するまで｡
この手当は, 1996年１月時点で, 子供一人当り年間5,588DKK (11万1760
円) にのぼる｡
｢養子手当 adoption allowance｣ は, 外国の子供を認可された組織をつう
じて養子とした場合, その養ない親に与えられる｡ 手当は, 1996年１月時点













支払われる｡ しかし, 普通子供手当, 特別子供手当および養子手当は申請を

































































































I examine in this article Child and Family Policies in Denmark.
Danish government published a pamphlet in 1997 which shows a basic idea and
policies about Child and Family.I analyzed the policies by comparing with Japa-
nese social policies.
( 1 ) I consider the contrast in general between Denmark Social Democratic
Welfare State and Japanese Welfare State for the rich.
( 2 ) Especially in the field of Child and family Policies, Japanese policies sup-
port child and family negatively. On the contrary Danish policies support them
positively.
( 3 ) I trace the transition of Denmark experience of “reflective continuation
of the welfare state project” which makes the social rights more developped
without falling into paternalism. I characterized many forms of developped social
rights as “free speech in social rights”. But in Japan the government could not
develop this kind of human rights. Because it was influenced by neo-liberalism
greatly, “mesures institution” should be abolished by introducing commodifica-
tion in welfare field.
( 4 ) I show the richness of Denmark policies for young people’s culture in
leisure-time.We can imagine the poorness of Japanese policies for young peo-
ple. On the one hand we compelled young people to spend too much time at
school.On the other hand we leaved young people to take their own course ex-
cessively in game center and convenience store. This is a result of lack of infra-
structure for culture.
( 5 ) I point out the contrast of parental leave system between two countries.
And I add a table for the survey of Nordic leave Schemes.
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